




















確認するまでもなく, 中華人民共和国 (以下, 中国)は中国共産党が一党支配を行い,
強い情報統制が敷かれる社会主義国家である｡ とはいえ, 過去の ｢王朝｣ の公文書,
すなわち档案については, 国家級の档案館 (公文書館) で公開され, 制約を伴いなが
らも学術研究の基礎史料として供されてきた｡ いわゆる先代の ｢王朝｣ である中華民






来, 我々 ｢当代中国｣) 研究者が利用可能な史料群と言えば, いわゆる中国共産党の
党機関紙である 『人民日報』 に掲載された中国指導者たちの言説やその社論などがま
ず挙げられる｡ また, 国家档案局直属の中央档案館に所蔵される党指導者たちの档案
が, 中共中央文献研究室などの手を経て 『選集』 や 『文集』, 『文選』, 『年譜』 あるい
は 『文稿』 などの刊行史料として編纂・出版されたもの, さらにこれらの史料に基づ
く大部の 『伝記』 が主たる史料群であった)｡
――





) 中国近現代史の時期区分としては, いわゆる五四運動を画期として, 年以降現在までを中
国現代史と呼称するが, これとは別に年月日の中華人民共和国成立以降現在までを中
国当代史とも呼称する｡ つまり, 当代中国とは中華人民共和国を指す概念といえる｡
) 毛沢東や周恩来, 劉少奇, 小平, 江沢民など中国共産党の歴代指導者をはじめ, 近年では朱徳
もっとも, 中国にも現政権の档案公開を定めた法規がないわけではない｡ 年
に制定された ｢中華人民共和国档案法｣ (年に修正) は, ｢年公開ルール｣ を
定めており), これが厳密に遵守されるならば, 新中国が成立した年から
年までの政府公文書が原則, 公開されていなければならないことになる｡ いうまでも
なく, この ｢档案法｣ は政府機関のみならず, ｢政党｣ にも適用されるものであり	),
今日の中国において, 情報公開の制度的前提は, 一応, 存在しているといえる｡
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や陳雲, 李先念, 陳毅, 彭真, さらには外交分野で活躍した張聞天や王稼祥, あるいは人民解放
軍の著名将軍など, 数多くの文献史料や伝記の刊行が進んでいる｡






	) 『中華人民共和国档案法』 第条は, ｢すべての国家機関, 武装勢力, 政党, 社会団体, 企業事業
単位並びに公民はいずれも档案を保護する義務を負う｣ と定めている｡
) ｢外交档案正式対外開放｣ (































吉田豊子両氏による ｢中国外交部档案館開放档案の紹介｣ は, 年当時の詳細な
閲覧ガイドであった)｡
前述の通り, 中国外交部档案館は ｢中華人民共和国档案法｣ ならびに ｢同実施弁法｣,
｢各級国家档案館開放档案弁法｣ を基本法としており, これらを踏まえて制定された
｢外交部档案館開放档案暫行弁法｣ に基づき運営されている)｡ ｢暫行弁法｣ は全
中華人民共和国外交部档案公開の現段階 (大澤) ――








) 川島真 ｢中華人民共和国外交部档案館について｣ (	年月) 川島真研究室ホームページ ｢档
案館情報｣ より｡
!!!!"#"##$%(年月日最終確認, 現在は削除)｡
) 『近現代東北アジア研究史研究会&'()*'++',』 第号, 年月, 
頁｡























し, 本館の許可を経た後, 本館の責任で処理する｡ 档案の複写は規定に従
いその費用を徴収する｡ 本館の複写档案は本館の法定代表人の署名あるい
は印章標記が付され, 档案原本と同等の効力を持つものである｡
これらの ｢暫行弁法｣ を踏まえつつ, 档案館開設以降の閲覧申請方法ならびに複写
申請制度をめぐる ｢規定｣ 運用の変遷の実際を総括するならば, それはまさに ｢規定｣
運用の厳格化のあゆみにほかならなかったといえる｡
年月, ｢為公衆服務｣ を体現すべく, 外交部南配楼階に ｢開放档案借閲処｣
が開設された)｡ 最初に公開された档案は年から年までに作成されたも
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) 前掲 ｢外交档案正式対外開放｣ (年月	日)｡ なお, この記事には ｢開放档案の利用方法
は予約申請方式である｡ 利用者は日営業日以前に外交部档案館に申請を提出し, 確認通知の




















｢暫行弁法｣ の旧規定第条 (前掲の ｢暫行弁法｣ は		年月に改訂された新規定
と推測される)では, 現行規定と同様に ｢文化交流協定を締結している中国側の関係
部門の紹介｣ か ｢自国の政府機関か中国駐在大使館を経由した書面申請｣ が求められ




大使館に相談するも, ｢本国から何ら通達を受けていない｣ との返事であった｡ その
ため, 仕方なく, この時は事前に档案館側との間で閲覧か月以上も前から何度も
中華人民共和国外交部档案公開の現段階 (大澤) ――
























) 旧規定は現在, 中国外交部档案館公式サイトには掲載されていないが, 新華社通信の公式サイト





メールやファックスでやりとりを行い, 最終的に指導教官の ｢紹介状｣ と自分が所属
する大学の図書館の ｢紹介状｣ を持参する条件で閲覧許可を取りつけ, 調査にこぎつ
けることができた｡ この経験を踏まえれば, 少なくとも開館から年末までは,
閲覧申請手続きに関する ｢規定｣ は, それほど厳格に運用されていなかったといえよ
う｡
だが, 翌年の春以降, ｢暫行弁法｣ 運用が厳格化され, ｢規定｣ が定める ｢紹
介状｣ を持たない日本人研究者の閲覧が拒絶されているという情報がはいるようになっ






よう中国側の譲歩を引き出してくれたのである｡ この結果, ｢日本側｣ 機関の ｢紹介
状｣ で閲覧が可能となり, これ以降, ｢紹介状｣ 問題が顕在化することはなく, 安定
的な閲覧環境が実現することとなった (これ以降, 筆者は档案館スタッフと ｢顔馴染｣
となり, 年月まで再び ｢紹介状｣ の提示を求められることはなかった)｡
だが, 年月以降, 再び ｢暫行弁法｣ 所定の正式な ｢紹介状｣ が厳格に求め













されている档案は, () 最高指導者 (毛沢東ならびに劉少奇, 周恩来) の会談記録,
() 最高指導者の手跡 (自筆批准)がある文書とのことであった｡ 当時, 複写費用は
枚あたり元と極めて高価であったが, ほぼ大部分の档案は複写可能であった｡
だが, 	年春以降, この複写制限対象に, () 外交部及びその関係部門以外が
作成した文書, が新たに追加された｡ 档案館スタッフによれば, 他の政府機関が外交






係研究者 (すなわち冷戦史研究者) が档案の閲覧を本格的に開始し, 閲覧者数が激増
すると, 電子複写申請も増加し, これが事務負担増につながったためか, 档案館側は
さらに複写制限対象を追加し, これを窓口に掲示するようになった｡ なお, その背景
には複写費用が枚一律元に引き下げられたこともあったのではないかと推測さ
れる｡
この結果, () 毛沢東, 劉少奇, 周恩来, 小平, 朱徳の手跡ならびに会談記録,
() 絶密文件, () 外交部以外の機関が作成した文書, が複写禁止となった｡ () は
対象となる指導者が追加され, () はいわゆる電報類などの ｢極秘文書｣ が該当し,
() はそれまで認められていた中国人民対外文化協会 (後の対外文化友好協会, 対外
友好協会)や中国人民外交学会などの外交部関係組織の文書までも複写制限がかけら
れた｡
そして, 複写制限の決定打が, 年月に掲示された ｢外交部開放档案複製規
定｣ であった｡ 本規定は, () 談話記録類, () 電報類, () 外交部による中央・国
務院に対する請示文書, 在外使館からの総括報告, (	) 毛沢東, 劉少奇, 周恩来, 朱
徳, 小平の手跡がある文書, () 外交部以外が作成した文書, の電子複写を禁止す
るに至った｡ この結果, 筆者が複写を希望する対日関係档案のほぼ割以上が ｢印




台, 档案閲覧用端末が台の計台という体制であった｡ また, 当時は閲覧方法も
現在とは異なり, まず目録検索用端末経由で閲覧希望档案を申請し, 档案館スタッフ
が端末上で閲覧を ｢批准｣ すると, 申請した档案のみが閲覧用端末で閲覧できるとい
うシステムであった｡ 開館当初は閲覧申請の際にも件につき元が徴収され, 閲
覧申請档案数も回につき件までと制限されていた｡
年にはシステムが更新され, この ｢二段階｣ 閲覧方式は廃止となり, 事前の
閲覧希望申請を経ずして閲覧用端末から直接, 無料ですべての档案が閲覧できるよう







もっとも, 年夏, 開放档案借閲処が現在の ｢南楼｣ に移転し, 閲覧用端末が
台へと大幅に拡充されると, 上記のような混雑は速やかに解消された｡ もっとも,
これと並行して複写制限の強化が進み, ほぼすべての档案が ｢筆写｣ することを求め
られるようになると, 档案調査に ｢新規参入｣ する研究者も激減し, 開放档案借閲処
は, ほぼ開店休業の様相を呈するに至っていた｡























し, 外交部が主軸となり対日外交を展開していた｡ この時期, 対日関係の声明などは
大部分が外交部長周恩来の名義で公表され, また, 朝鮮戦争勃発直前に対日講和条約
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	) 中国の対日政策機構を扱った最近の論稿に, 拙稿 ｢文革期中国の対日政策機構を読む―『王泰平
日記』 の史料的価値｣ (『東方』 第号, 年)
頁｡
草案を検討した ｢対日和約検討会議｣ (年月)は), 外交部の章漢夫副部長や
周生顧問)らが主宰していた｡
だが, ｢吉田書簡｣ 発出を経て, 日本が中華民国との間に日華講和条約を締結し,
近い将来における日中国交正常化の可能性が遠のくと, 中国は当面の間は民間交流を
経由して, 経済や文化などの分野で日中両国の実質的な関係構築を追求することを目
指した｡ 後に ｢以民促官｣ と呼ばれる中国の対日基本戦略は, 民間交流の ｢積み上げ｣
を通じて終局的には日中国交正常化を目指すものであったが, これら民間交流はあく




に操り, 豊富な革命経験を持つ廖承志は, 年月以降, 国務院総理と外交部長
を兼務する周恩来の下で対日関係実務を統括することになった｡
詳述は避けるが, 年月から	年月に至る時期, すなわち年代半





また, 	年月, この中共中央国際活動委員会が廃止され, これに代わり国務














) 周生 (		) は日本留学時に中国同盟会に加盟, 以来, 北京大学や東南大学, 武漢大学
などの政治系・法律系教授を歴任した国際法学者である｡ 民国初期には反袁世凱運動に参画, ま
た南昌起義にも参加し, 一時は江西省政府主席も務めたが, 起義挫折後は日本への亡命を余儀な
くされた｡ なお, 年代末以降, 国民政府行政院参議や教務長なども務めた｡ 新中国成立後
は引き続き武漢大学学長や中南軍政委員会委員・文教委員会副主任などの職にあったが, 
年以降は教育界を離れ, 中国外交部の顧問に就任していた｡
) 徐則浩編著 『王稼祥年譜 』 (中央文献出版社, 年)頁ならびに張培森主編
『張聞天年譜』 下巻 (中央党史出版社, 年)	頁｡




となる｡ つまり, この時期の外交部は, 廖承志が実質的な権限を握る ｢中共中央国際
活動委員会｣, あるいは ｢国務院外事公室日本組｣ を中核とする対日政策機構 (こ
れを ｢大日本組｣ と呼ぶ場合がある)を構成する政府機構のひとつにすぎず, いわゆ




書や報告文書が ｢主送・抄送｣ され, 蓄積されている形になっているのである｡ もち




る｡ 論稿の羅列になるが, 簡単に紹介しておきたい｡ まず挙げるべきは, 日中民間貿
易関係研究への貢献である｡ 例えば, 杉浦康之 ｢中国の 『日本中立化』 政策と対日情
勢認識―第四次日中民間貿易協定交渉過程と長崎国旗事件を中心に｣ (『アジア研究』




また, 拙稿 ｢戦後初期日中関係における 『断絶』 の再検討 (	)｣ (添谷芳
秀編著 『現代中国外交の	年―変化と持続』 慶應義塾大学出版会, 年) は,
	年代初頭, 配慮貿易・友好貿易から
貿易へと, 中国が対日貿易拡大に向け
政策転換を図った背景にある ｢内在的論理｣ を明らかにしている｡ なお, 日本外交史
研究の立場からではあるが, 木村隆和 ｢
貿易の軌跡―官製日中 『民間』 貿易協定
が目指したもの｣ (『ヒストリア』 第	号, 年)は, 池田内閣が
貿易を ｢官
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) なお, 杉浦康之 ｢中国の 『日本中立化』 政策と対日情勢認識―岸信介内閣の成立から 『岸批判』
展開まで｣ (『法学政治学論究』 第号, 	年) や社会党訪中をめぐる中国の対野党外交の内
実を明らかにした杉浦 ｢中国の 『日本中立化』 政策と対日情勢認識―日本社会党の訪中と日本
国内の反米・反岸闘争の相互連鎖 (年	月～年	月)｣ (『近きに在りて』 第	号, 
年)なども外交部档案などに依拠した研究成果である｡ また, 杉浦 ｢中国の対外政策におけるシ







史認識―＜終戦＞をめぐる日中対話の試み』 東京大学出版会, 年) などが, 中
国共産党が掲げる革命的人道主義の背後にある対日冷戦外交戦略の実態を明らかにし
ている｡
また, 中国政府による日本人戦犯処理についても, 拙稿 ｢幻の日本人 ｢戦犯｣ 釈放
計画と周恩来―中華人民共和国外交部档案をてがかりに｣ (『中国研究月報』 第
号, 年)や ｢『人民の義憤』 を超えて―中華人民共和国の対日戦犯政策｣ (『軍事







研究者が集い, ｢廖承志研究会｣ (代表・王雪萍東京大学准教授) を設立し, ｢中共中















) なお, 長崎国旗事件以降の日中関係 ｢断絶｣ 期における岸政府の対中接触工作を扱った論稿とし




も触れたように, 年月現在, その閲覧は大幅に制限されている｡ だが, ｢暫行




では, その原因は何か｡ 直接的な契機は後述するように, 年月の日本政府
による尖閣国有化に端を発する日中関係の悪化を背景としつつ, 同年末に発生した中
国外交部档案をめぐる日中間の政治衝突であると考えられる｡ だが, これに先立って,




共同研究を実施している中国の学術研究機関, すなわち ｢単位｣ (組織) の ｢紹介状
(身元証明書)｣ を求められたという｡ その際, 档案館スタッフは ｢先週, 新たな規定
ができた｣ と説明したという)｡
その日本人研究者はすでに同館を複数回訪れており, それまで ｢紹介状｣ の提示を
求められたことはなかったという｡ しかたなく, 共同研究の実績がある現地の中国人
研究者に連絡をとり, 個人の署名が入った ｢紹介状｣ を急きょ作成してもらい, 改め
て閲覧申請を行ったという｡ だが, 档案館側は個人署名の ｢紹介状｣ はあくまで ｢推
薦状｣ にすぎないと指摘され, 中国の学術研究機関のレターヘッドつきの正式な便箋
で作成された ｢紹介状｣ が必要だと, 再び閲覧を拒絶されたという｡
そのため, 改めてレターヘッド付きの便箋に単位の印鑑を捺印してもらい, さらに
これに中国人研究者の署名をいれた ｢推薦状｣ を持参することでようやく閲覧にこぎ
つけたということであった｡ ただ, その際にも ｢これは単位の正式な 『紹介状』 では
ない｣ と指摘され, 次回, 閲覧する場合は単位の ｢紹介状｣ を持参するよう釘をささ
れたという｡ それでもまだ年月の ｢規定｣ 変更直後には閲覧はできたのであ
る	)｡
こうした状況があるなか, 年月日の日本政府による尖閣国有化は, 日中
海 外 事 情 研 究 第巻第号――
) なお, 個人情報保護の観点から, 本稿では情報提供者の名は伏せる｡
) この情報に基づき筆者は ｢暫行弁法｣ の改定時期を年月と推測した｡
	) なお, 年月上旬に同館を訪れた日本人研究者によれば, 档案館のスタッフが過去に档案
館を訪れた日本人研究者のリスト整理を行っているのに遭遇したとの情報もある｡





いた｡ 中国全土で未曾有ともいえる激しい反日デモが繰り広げられ, 中国官民の ｢日
本｣ に対するイメージはさらに大きく悪化した｡
そして ｢一八大｣ を終え, 習近平体制発足直後の年月下旬に発生したの
が, 中国外交部档案をめぐる日中の政治衝突であった｡ ことの発端はある通信社の記
事である｡ 年月日, 北京発の時事通信社電は ｢中国外交文書に 『尖閣諸
島』＝日本名明記, 『琉球の一部』 と認識―初めて発見｣ と伝えた)｡
該当する外交部档案は年月に作成された ｢対日和約中関於領土部問題与
主張提綱草案｣ という頁の文書であり, 年月中旬に外交部主催で開催され





の一部に組み込むべきか検討すべきだ｣ との文言があり, 本文中に ｢尖閣島嶼｣ とい
う表現があることから, 年代当時の中国外交部による ｢尖閣｣ 認識が問われる
に至ったのである｡
｢中国外交文書に 『尖閣』 の字句あり｣ とする日本での報道に対して, 当然, 中国
政府は即座に反応を見せた｡ 在日中国大使館は ｢署名のない参考資料を使って, 誤っ
た立場を補強しようとする企てだ｣ と反論し, 档案自体の存在を認めつつも ｢署名の
ない参考資料だ｣ と見解を明らかにした｡ そのうえで ｢日本が釣魚島を合法的に領有
したことがないのは, カイロ宣言をはじめとする国際法資料や日本の外交文書で明ら
か｣ と指摘し, 尖閣諸島を ｢古来, 中国の固有の領土｣ とする従来の主張を繰り返し
たのである	)｡
当然, 戦後処理を中心とする日中関係史研究を進めてきた筆者も当該档案の複写を
所有している｡ 確かに現物を確認すると, ｢琉球劃界問題｣, つまりどこまでを ｢琉球｣
中華人民共和国外交部档案公開の現段階 (大澤) ――
) ｢中国外交文書に 『尖閣諸島』＝日本名明記, 『琉球の一部』 と認識―初めて発見｣ (年月
日時	分配信)時事ドットコム公式サイトより｡
＝＝(	年	月日最終確認)｡
) 中国外交部開放档案 ｢対日和約中関於領土部問題与主張提綱草案｣ (年月) 档号
｡
	) 『朝日新聞』 (	年月日)｡ なお, ｢駐日大使館報道官, 記者の質問に答える｣ (年
月	日)駐日中国大使館公式サイト ｢大使館ニュース｣ も参照｡
 !""#$"%(	年月日最終確認)｡
の一部とするかという項目の部分に当該記述があり, そのまま読めば, 当時, この文
書を作成した人物 (対日和約検討会で本文書を朗読したのは李曙森)) が, ｢琉球の
一部｣ という基本認識を持ち, その扱いを議論する必要があると主張したとも読める｡
いずれにせよ, 一般に日本国内で語られる ｢尖閣｣ をめぐる議論では, 年代
末に海底資源が存在する可能性が指摘されて以来, 中国側 (中華人民共和国ならびに
中華民国)がその領有を主張するに至ったといわれる｡ 確かに本文書の位置づけは難
しいが, 少なくとも中国側が ｢尖閣｣ という存在を年代初頭に認識し, 戦後処






た｡ また, 閲覧端末で ｢国別検索｣ を行うと, ｢日本｣ に関して閲覧可能な外交档案






中国の某大学日本語学部の ｢公印｣ が捺印された ｢紹介状｣ を持参し, 档案調査に臨
んだ｡ これは現行 ｢規定｣ に基づき準備した公的な ｢紹介状｣ であるはずだったが,
残念なことに ｢門前払い｣ となった｡ 筆者の年以来の顔馴染であり, 档案館ス
タッフの責任者を務める借閲処の某主任は, ｢紹介状は学部レベルのものではなく,
大学レベル, すなわち学長が出した 『紹介状』 でなければならない｣ と閲覧不可の理
由を説明した)｡
日本人研究者が中国側の共同研究機関から ｢紹介状｣ を得る場合, 中国人研究者と
海 外 事 情 研 究 第巻第号――
) 李曙森 (	) は, 中国共産党員で著名な教育家と評される｡ 解放戦争時期には教育部社
会教育司副司長や高等教育部高等工業教育司司長などを務め, 建国後は天津大学副校長や党委書
記, 名誉校長などを歴任した｡ 文革で迫害されたが, 後に名誉回復され, 天津大学校長に任じら
れたほか, 政治協商会議委員や全人代代表, 政治協商会議副主席などを務めた｡




) なお, 本稿の内容について, 日本現代中国学会西日本部会春季研究集会 (年月日・福
岡大学)で報告した際, フロアの中国人研究者の方から ｢単位の紹介状は, 単位の責任者が作成
したものでなければならず, 学部レベルの紹介状で閲覧できないのはやむを得ないのではないか｣
との指摘を頂いた｡
の個人的関係を通じて依頼するのが通常だが, さすがに学長名義の ｢紹介状｣ を得る
ことはほとんど不可能であろう｡ かかる事情を説明し, 再び交渉した結果, 長い付き
合いとなる某主任は上長に ｢請示｣ してくれたが, その回答は結局, 閲覧不可という
ものであった｡ あくまで筆者の感触だが, 外国人研究者, それも日本人研究者に関し












当時, 研究者の間では, 夏以来の档案閲覧制限の強化は, ｢一八大｣ の開催を前に
情報閲覧統制が強化されているためであり, 党大会終了後には速やかに従来の閲覧可
能な状況に戻るのではないかという楽観的な憶測がされていた｡ だが, 改めて振り返っ
てみれば, 年秋の時点ですでに ｢尖閣｣ という文言が含まれる該当文書は閲覧
用端末の目録から削除されており, 閲覧ができない状況になっていたという情報もあっ
た｡
このように考えた場合, すでに年月の ｢規定｣ 改訂を前に中国外交部は
｢『尖閣』 档案｣ の存在に気づき, 日本政府による尖閣国有化や ｢『尖閣』 档案｣ 報道
とは無関係に公開済み外交部档案の再審査を始め, 閲覧制限の方向に舵を切っていた
と考えるのが適当であろう｡ ただ, 同年末, 日本のメディアによって ｢『尖閣』 档案｣
の存在が大々的に報道され, 外交部のみならず, 中国共産党や中国政府などに ｢档案




) なお, 中国の高等教育機関 (大学など)の教員資格を有する日本人は年月時点でも档案閲
覧が許可されているとの情報もある｡
など, 外交部上層部や党中央が外交部档案館に対して関心を持たざるを得ないイベン
トがあるごとにその時々の ｢規定｣ の運用が厳格化され, 閲覧や複写というわれわれ
研究者の研究活動に直結する部分について, いわゆる ｢放｣ と ｢収｣ が繰り返されて
きたことは, 本稿で紹介したとおりである｡ とはいえ, 中国共産党の一党支配下で情
報統制が行われる現在の中国において, 一時期ではあるが, 比較的自由に外国人が当
代档案を閲覧できたこと自体がイレギュラーなことであったといえるのかもしれない｡
その意味において, 現在はまさに ｢収｣ 極まれりの状況にあるといえるが, 開放档
案借閲処が一律に閉鎖されてしまうのではなく, 中国人研究者や一部の外国人研究者
にはいまだ部档案の閲覧が許可され続けていることを頼みの綱として, いつの時点に




に日本学術振興会科学研究費補助金 (若手研究 ()) 課題番号｢建国初期中国の対日
戦後処理外交―戦後日中新秩序 (年体制)構築に関する研究｣ (平成年度～平成年度)
の助成を受けた研究成果である｡
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